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巻頭資料 

  特許権 実用新案権 

  存続期間 
期間延長 

・更新*1 
PCT*2 存続期間 

期間延長・ 

更新*1 

アルゼンチン 

共和国 
20 年 × × 10 年 × 

ウルグアイ 

東方共和国 
20 年 × × 10 年 

〇 

(5 年×1 回) 

エクアドル 

共和国 
20 年 × 〇 10 年 × 

エルサルバドル 

共和国 
20 年 × 〇 10 年 × 

グアテマラ 

共和国 
20 年 × 〇 10 年 × 

コロンビア 

共和国 
20 年 × 〇 10 年 × 

チリ共和国 20 年 × 〇 10 年 × 

ドミニカ共和国 20 年 × 〇 15 年 × 

パラグアイ 

共和国 
20 年 × × 10 年 × 

ブラジル 

連邦共和国 
20 年 × 〇 15 年 × 

ペルー共和国 20 年 × 〇 10 年 × 

ボリビア 

多民族国 
20 年 × × 10 年 × 

メキシコ合衆国 20 年 × 〇 15 年 × 

*1 〇…延長・更新可、×…延長・更新不可 

*2 〇…加盟済み、×…加盟していない 
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  意匠権 商標権 

  
存続

期間 

期間延長・ 

更新*1 

ハーグ 

協定
*2 

存続

期間 

更新
*1 

非伝統的 

商標*3 
マドプロ*2 

アルゼンチン 

共和国 
5 年 

〇 

(5 年×2 回） 
× 10 年 〇 〇 × 

ウルグアイ 

東方共和国 
10 年 

〇 

(5 年×1 回） 
× 10 年 〇 〇 × 

エクアドル 

共和国 
10 年 × 〇 10 年 〇 〇 × 

エルサルバドル 

共和国 
10 年 × 〇 10 年 〇 〇 × 

グアテマラ 

共和国 
10 年 

〇 

（5 年×1 回) 
× 10 年 〇 〇 × 

コロンビア 

共和国 
10 年 × × 10 年 〇 〇 〇 

チリ共和国 
10 年

/15 年 
× × 10 年 〇 

△ 

(2022 年

1 月以降） 

△ 

(2022 年発

効予定） 

ドミニカ共和国 5 年 
〇 

(5 年×2 回） 
× 10 年 〇 〇 × 

パラグアイ 

共和国 
5 年 

〇 

(5 年×2 回） 
× 10 年 〇 〇 × 

ブラジル 

連邦共和国 
10 年 

〇 

(5 年×3 回） 
× 10 年 〇 

△ 

可能性は

ある 

〇 

ペルー共和国 10 年 × × 10 年 〇 〇 × 

ボリビア 

多民族国 
10 年 × × 10 年 〇 〇 × 

メキシコ合衆国 5 年 
〇 

（5 年×4 回） 
〇 10 年 〇 〇 〇 

*1 〇…延長・更新可、×…延長・更新不可 

*2 〇…加盟済み、×…加盟していない、△予定 

*3 〇…登録可能、△…登録可能となる予定 

 

 

 

 

 

 



 

3 

 

  著作権 
侵害に対する措置の

有無 
税関登

録制度

の有無
*4 

鑑定制

度の有

無*4   
存続期間 

（著作者死後） 

登録制度

の有無*4 
行政*4 

刑事
*4 

民事
*4 

アルゼンチン 

共和国 
原則 70 年 〇 〇 〇 〇 〇 × 

ウルグアイ 

東方共和国 
原則 70 年 〇 × 〇 〇 × × 

エクアドル 

共和国 
原則 70 年 〇 〇 〇 〇 × × 

エルサルバドル 

共和国 
原則 70 年 〇 × 〇 〇 × × 

グアテマラ 

共和国 
原則 75 年 〇 × 〇 〇 × × 

コロンビア 

共和国 
原則 80 年 〇 × 〇 〇 〇 × 

チリ共和国 原則 70 年 〇 × 〇 〇 〇 × 

ドミニカ共和国 原則 70 年 〇 × 〇 〇 〇 × 

パラグアイ 

共和国 
原則 70 年 〇 × 〇 〇 〇 × 

ブラジル 

連邦共和国 
原則 70 年 × × 〇 〇 〇 × 

ペルー共和国 原則 70 年 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

ボリビア 

多民族国 
原則 50 年 〇 〇 〇 〇 × × 

メキシコ合衆国 原則 100 年 〇 〇 〇 〇 〇 × 

*4 〇…あり、×…なし 

 

アルゼンチン 

共和国 

特許・実用新

案・意匠・商標 

Instituto Nacional de la Propiedad Industrial  

https://www.argentina.gob.ar/inpi 

著作権 
Dirección Nacional de Derecho de Autor 

https://www.argentina.gob.ar/justicia/derechodeautor  

ウルグアイ 

東方共和国 

特許・実用新

案・意匠・商標 

Ministerio de Industria, Energía y minería, Dirección 

Nacional de la Propiedad Industria  

https://www.gub.uy/ministerio-industria-energia-

mineria/marcas-patentes 

著作権 
Ministerio de Educación y Cultura, Dirección General de 

la Biblioteca Nacional  http://www.bibna.gub.uy/ 

https://www.argentina.gob.ar/inpi
https://www.argentina.gob.ar/justicia/derechodeautor
https://www.gub.uy/ministerio-industria-energia-mineria/marcas-patentes
https://www.gub.uy/ministerio-industria-energia-mineria/marcas-patentes
http://www.bibna.gub.uy/
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エクアドル 

共和国 

特許・実用新

案・意匠・商

標・著作権 

Servicio Nacional de Derechos Intelectuales 

https://www.derechosintelectuales.gob.ec/ 

ルサルバドル共

和国 

特許・実用新

案・意匠・商

標・著作権 

Centro Nacional de Registros de El Salvador‐Registro de 

la Propiedad Intelectual  

https://www.cnr.gob.sv/servicios/registro-de-la-

propiedad-intelectual/ 

グアテマラ 

共和国 

特許・実用新

案・意匠・商

標・著作権 

Ministerio de Economía, Registro de la Propiedad 

Intelectual 

https://rpi.gob.gt/  

コロンビア 

共和国 

特許・実用新

案・意匠・商標 

Superintendenia de Industria y Comercio 

https://www.sic.gov.co/  

著作権 
Dirección Nacional de Derechos de Autor 

http://derechodeautor.gov.co:8080/home 

チリ共和国 

特許・実用新

案・意匠・商標 

Instituto Nacional de Propiedad Industrial 

https://www.inapi.cl/  

著作権 
Departamento de Derechos Intelectuales 

https://www.propiedadintelectual.gob.cl/sitio/ 

ドミニカ共和国 

特許・実用新

案・意匠・商標 

Oficina Nacional de la Propiedad Industrial 

https://www.onapi.gov.do/  

著作権 
Oficina Nacional de Derechos de Autor 

https://onda.gob.do/  

パラグアイ 

共和国 

特許・実用新

案・意匠・商

標・著作権 

Dirección Nacional de Propiedad Intelectual 

https://www.dinapi.gov.py/portal/v3/ 

ブラジル 

連邦共和国 

特許・実用新

案・意匠・商標 

Instituto Nacional da Propriedade Industrial 

https://www.gov.br/inpi/pt-br 

ペルー共和国 

特許・実用新

案・意匠・商

標・著作権 

Instituto Nacional de Defensa de la Competencia y de la 

Protección de la Propiedad Intelectual 

https://indecopi.gob.pe/web/biblioteca-virtual 

ボリビア 

多民族国 

特許・実用新

案・意匠・商

標・著作権 

Servicio Nacional de Propiedad Intelecturaｌ

https://www.senapi.gob.bo/ 

メキシコ合衆国 

特許・実用新

案・意匠・商標 

Instituto Mexicano de la Propiedad Industrial 

https://www.gob.mx/impi 

著作権 
Instituto Nacional Del Derecho de Autor  

https://www.indautor.gob.mx/  

(すべて最終アクセス 2022 年 2 月 28 日)  

https://www.derechosintelectuales.gob.ec/
https://www.cnr.gob.sv/servicios/registro-de-la-propiedad-intelectual/
https://www.cnr.gob.sv/servicios/registro-de-la-propiedad-intelectual/
https://rpi.gob.gt/
https://www.sic.gov.co/
http://derechodeautor.gov.co:8080/home
https://www.inapi.cl/
https://www.propiedadintelectual.gob.cl/sitio/
https://www.onapi.gov.do/
https://onda.gob.do/
https://www.dinapi.gov.py/portal/v3/
https://www.gov.br/inpi/pt-br
https://indecopi.gob.pe/web/biblioteca-virtual
https://www.senapi.gob.bo/
https://www.gob.mx/impi
https://www.indautor.gob.mx/
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XIII. メキシコ合衆国 

1．知的財産権の保護等に関連する政府機関 

(1) 知的財産権の保護や知的財産権に基づく摘発に関わる機関 

・ メキシコ産業財産庁（Instituto Mexicano de la Propiedad Industrial、以下「IMPI」) 

・ メキシコ連邦著作権庁（Instituto Nacional Del Derecho de Autor、以下「INDAUTOR」) 

・ 大蔵公債省（Secretaría de Hacienda y Crédito Público）および税関（Aduana） 

・ 警察（Policía Federal） 

 

(2) 各機関の特徴 

① メキシコ産業財産庁（IMPI） 

IMPI は、独自の法人格と資産を持つ分散型の機関で、産業財産権の促進と保護、技術の移

転、技術開発とイノベーションの研究と促進を目的とした公的機関、民間機関、国内機関、国際

機関との調整権限などを有している。品質、競争力、生産性を向上させる技術の開発と応用に

産業界が参加することを奨励するとともに、特許、実用新案、意匠、集積回路のレイアウトデザイ

ン、商標、商号通知の登録、申請等を処理し、必要に応じてそれらの権利を付与し、周知商標

の宣言、原産地呼称や地理的表示の保護の宣言を行う。 

② メキシコ連邦著作権庁（INDAUTOR） 

INDAUTOR は、著作権の保護・育成、創造性の促進、著作権登録の管理・運営、国の文化

遺産の維持、著作権および関連する権利の登録・保護を担当する機関との国際協力・交流の促

進を担当する分散型機関である。INDAUTOR は、著作権および関連する権利の分野における

行政機関であり、その権限の範囲内で、国内外の著作者および芸術家のコミュニティ、並びにそ

れぞれの権利者に次の日常的なサービスを提供する。 

・ 著作物の登録、譲渡契約、使用許諾 

・ 集団管理団体への権限付与 

・ 雑誌や定期刊行物のタイトル、定期刊行物、芸術活動を行っている人やグループの名

前、キャラクター、設定、架空の人物や象徴的な人間のキャラクターの独占使用権に関

する証明書の発行および更新手続 

・ 国際標準図書番号（ISBN）、国際標準定期刊行物番号（ISSN）の取得 

・ 調停の開催  

・ 法律上のアドバイスや相談  

・ 著作権侵害の解決  

・ 仲裁手続き 

・ 知識と情報技術の時代に適法な文化を創造するために、著作権を尊重することの重要

性を社会に認識させるための研修・指導コースの提供 

③ 大蔵公債省（Secretaría de Hacienda y Crédito Público）および税関（Aduana） 

水際措置において、IMPI が差し止めた物品の留置権限が、大蔵公債省に与えられている。
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そして、大蔵公債省省内の一機関である税関は、IIMPI の補助者として行動することになる。そ

のため、大蔵公債省や税関が独自に措置を採ることはない。 

④ 警察（Policía Federal） 

水際措置において、刑事の問題が生じた際に、IMPI や税関から連絡を受け、対象者の身柄

拘束、物品の押収などを行う。 

 

2．法律の概要 

(1) 特許に関する法律の概要 

特許は、以下に規定されている。 

・ 連邦産業財産保護法（Ley Federal de Protección a la Propiedad Industrial、以下、メキシコ

合衆国の章において「産業財産法」） 

・ 産業財産法規則（Reglamento a la Ley de Propiedad Industrial、以下、メキシコ合衆国の章

において「産業財産法規則」） 

保護の対象は、発明、すなわち「自然界に存在する材料もしくはエネルギーを人の特定の需要

を満たすよう使用することができる形に変える人の創造」である（産業財産法第 46 条）。すべての技

術分野における発明のうち、新規性があり、発明的活動の結果であり、かつ産業上の利用が可能

なものは、特許を受けることができる（産業財産法第 48 条）。 

ただし、次のものは発明とはみなされない（産業財産法第 47 条）。 

i） 科学理論や原則の発見 

ii） 数学的方法 

iii） 文学、芸術作品、またはその他の美的創造物 

iv） ゲームや経済的商業活動のための知的活動を実施するスキーム、計画、規則、方法 

v） コンピュータプログラム 

vi） 情報を提示する方法 

vii） 自然界に見られる生物学的および遺伝的物質 

viii） 既知の発明の並置または既知の製品の組み合わせ 

（個別に機能できない組み合わせの場合、それらの特徴的な性質または機能が、当該分野

の技術に熟知する者にとっても自明でない産業上の成果や利用法を生み出すように変更

されている場合を除く） 

さらに、次の場合は特許性を有するとはみなされない。 

i) 商業的利用が公序良俗に反し、または法律の規定に反する発明（ヒト、動物、植物の健康

もしくは生命を保護するため、または環境への深刻な損害を回避するために利用を阻止し

なければならないものを含む）であって、特に、ヒトおよびその製品のクローン作成手順、ヒト

およびその製品の生殖上の遺伝的同一性を修正する手順で、これらがヒトを開発する可能

性を示唆する場合、工業的または商業的目的のためのヒト胚の使用、動物の遺伝的同一

性を修正する手順で、ヒトまたは動物にとって実質的な医学的または獣医学的有用性がな
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く苦痛を伴うもの、および当該手順の結果として生じる動物 

ii) 植物の品種および動物の品種 

（微生物の場合を除く） 

iii) 植物または動物を得るための本質的に生物学的な手順、およびこれらの手順から得られる

生成物 

（微生物学的手順、その他の技術的手順、またはこれらの手順によって得られた生成物を

目的とする発明は除く） 

iv) 人または動物の身体の外科的または治療的処置の方法、およびそれらに適用される診断

方法 

v) 構成や発展の異なる段階における人体、ゲノムの全体または部分的つながりを含む人体の

構成の単純な発見 

（自然環境から分離され、技術的な手順を経て得られた生物材料は、それが自然界に既に

存在している場合でも、特許可能な発明の対象となりえる。また、核酸またはタンパク質の

全配列または部分配列の産業上の利用は、特許出願において明示的に開示されなけれ

ばならない。） 

特許権の有効期間は、特許出願日から 20 年間であり、有効期間を延長することはできない。権

利の維持には、毎年対応する特許年金の支払いが必要となる（産業財産法第 53 条）。また、メキシ

コは PCT に加盟している。 

① 出願から登録までの手続 

登録までの流れは、次のとおりである（産業財産法第 91 条から第 120 条）。手続き全体には

約 1 年から 5 年を要する。 

i) 願書の提出 

 IMPI へ提出する。 

ii) 方式審査 

  誤りがあった場合、2 か月間の応答期間が与えられる。 

iii) 出願公開 

  願書の提出から 18 か月後に公開される。 

iv) 異議申立 

  利害関係のある第三者は、公表から 2 か月間、当該出願に対して異議を申し立てること

ができる。 

  異議が申立てられた場合、出願人には異議に応答するために 2 か月間が与えられる。 

v) 実体審査 

  要件を満たしていない場合、拒絶通知があり 2 か月間の応答期間が与えられる。 

  要件を満たしている場合、特許査定となる。 

vi) 支払予約 

  IMPI から通知を受け取ってから 2 か月以内に年金を支払う。 
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年金は 5 年ごとに支払いがなされなければならない。 

vii) 特許証発行と特許官報掲載 

② 拒絶査定への対応 

IMPI が出した決定は、連邦行政手続法（Ley Federal de Procedimiento Administrativo、以下、

メキシコの章において「行政手続法」）の第 83 条から第 96 条に規定されている審査請求の手続

によって不服を申し立てることができる。 

審査請求の申立て期限は、その対象となる決定の通知が効力を生じたであろう日の翌日から 

15 日以内であり、手続の流れは次のとおりである（行政手続法第 85 条）。 

i) IMPI への申立書の提出 

行政高等裁判所知的財産専門法廷（Tribunal Superior de Justicia Administrativa Sala 

especializada en Materia de Propiedad Intelectual）が審査することになる。原告は主張に

沿った証拠を提示する。 

ii) 事案の分析・検討 

iii) 審理 

審理において、不服申立の元となった出願に関する記録に記載されていない新たな事

実または文書が考慮される場合、5 日以上 10 日以下の期間内に利害関係者が主張を

行い、適切と思われる文書を提出する（行政手続法第 96 条)。 

iv) 決定 

決定においては、取消および修正や追認がなされる。 

③ 特許権侵害 

特許権侵害となる場合は、次のとおりである（産業財産法第 386 条）。 

・ 特許を取得していない製品を、特許を取得しているように見せかけること 

（特許が失効または無効宣言されている場合、侵害は失効日または無効宣言の効力発

生日から 1 年後に生じる。） 

・ 特許の対象となる製品を、権利者の同意またはライセンスを得ずに製造または制作する

こと 

・ 権利者の同意またはライセンスを得ずに、特許発明を組み込んだ製品を販売に供し、流

通させ、または使用すること 

・ 特許権者の同意またはライセンスを得ずに、特許プロセスを使用すること(同条 VII) 

・ 特許権者または利用許諾を得た者の同意を得ずに、特許プロセスの使用の結果である

製品を販売または流通に供すること 

このような侵害行為への行政処分は、IMPI が職権で、あるいは利害関係者の要請に応じて実

施する。しかし、実際には、IMPI が単独でそのような調査を進めることは非常に困難であるため、

実質的には利害関係者からの申告が必要となる。 

④ 無効審判等 

特許に対する無効、失効、取消、侵害の行政宣言の請求は、次の手続に従う(産業財産法第
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328 条から第 353 条)。 

i) 行政宣言の申立書の提出 

行政宣言の申立においては、訴訟の根拠となる文書および証拠を原本または謄本で提

出しなければならない。それが重要な証拠である場合を除き、証拠を事後に提出するこ

とは認められない。 

ii)  行政宣言の申立が受理された場合、IMPI は、影響を受ける権利者または推定違反者に、

添付書類とともにその写しを送付する。 

iii) 相手方の応答 

ii)の送付後の相手方は、無効、失効または取消の行政宣言の要求である場合は 1 か月、

査察を必要としない侵害の行政宣言の要求である場合は 10 営業日以内に応答しなけ

ればならない。 

iv) 審理 

  10 日間を要する。 

ⅴ) 決定 

 

(2) 実用新案に関する法律の概要  

メキシコの実用新案権は、以下に規定される。 

・ 産業財産法 

・ 産業財産法規則 

「実用新案」とは、その配置、構成、構造または形状を変更した結果、それを構成する部分につ

いて異なる機能を示し、またはその有用性の点で優位性を有する物、道具、装置または工具であり、

新規性があり、かつ、産業上利用することができるものでなければ、登録することができない（産業

財産法第 58 条、第 59 条）。有効期間は、出願日から起算し 15 年間有効であり、延長、更新はで

きない。権利を維持するためには、各年限に対応する手数料の支払いが必要となる（産業財産法

第 62 条）。 

① 出願から登録までの手続き 

実用新案の出願手続きは、特許と同じ手続きとなる（産業財産法第 60 条、第 91 条から第 120

条（第 98 条、第 107 条、第 109 条を除く））。 

i) 願書の提出 

ii) 方式審査 

  要件を満たしていない場合は、通知から 2 か月以内に応答する必要がある。 

iii) 出願公開 

  方式審査の承認が得られ次第、公開される。 

iv) 異議申立 

  利害関係者は当該出願に対する異議申立が可能である。異議申立がなされた場合、出

願人は、その通知から 2 か月以内に応答しなければならない。 
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v) 実体審査 

  要件を満たしていない場合、通知から 2 か月以内に応答しなければならない。 

vi) 支払予約 

手数料は毎年支払わなければならない。 

  なお、初回の支払いには 2 か月かかる。 

vi) 官報への掲載  

② 拒絶査定への対応 

IMPI が出した決定は、行政手続法第 83 条から第 96 条に規定されている審査請求によって

不服を申し立てることができる。 

審査請求の期限は、当該拒絶査定の通知が効力を生じたであろう日の翌日から 15 日以内で

あり、手続きは行政手続第 85 条に従う。 

i) IMPI への申立書の提出 

行政高等裁判所知的財産専門法廷が審査することになる。ここでは、原告は主張に沿っ

た証拠を提示する。 

ii) 事案の分析・検討 

iii) 審理 

不服申立の元となった出願に関する記録に記載されていない新たな事実または文書が

考慮される場合、5 日以上 10 日以下の期間内に利害関係者が主張を行い、適切と思わ

れる文書を提出する（行政手続法第 96 条)。 

iv) 決定 

取消および修正や追認がなされる。 

③ 実用新案権侵害行為 

以下が行政処分の対象となる侵害行為である（産業財産法 386 条）。 

・ 実用新案の対象となっている製品を、権利者の同意を得ずに、またはそれぞれのライセン

スを得ずに製造または制作すること（同条 V） 

・ 実用新案の対象となっている製品を、権利者の同意を得ずに、またはそれぞれのライセン

スを得ずに、販売のために提供したり、流通させたり、使用したりすること（同条 IX） 

行政的侵害行為の調査は、IMPI が職権、あるいは利害関係者の要請で行う(同条 XXXIII)。 

④ 無効審判等 

無効、失効、取消、侵害の行政宣言の請求は、次の手続に従う(産業財産法第 328 条から第

353 条)。 

i) 行政宣言の申立書の提出 

行政宣言の申立においては、訴訟の根拠となる文書および証拠を原本または謄本で提出

しなければならない。 

  それが重要な証拠である場合を除き、事後に証拠を提出することは認められない。 

ii) 行政宣言の申立が受理された場合、IMPI は、影響を受ける権利者または推定違反者に、
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添付書類とともに申立書の写し送付する。 

iii) 相手方の応答 

  ii)の送付後、相手方は、無効、失効または取消の行政宣言の要求である場合は 1 か月、ま

たは査察を必要としない侵害の行政宣言の要求である場合は 10 営業日以内に応答しなけ

ればならない。 

iv) 審理 

10 日間を要する。 

v) 決定 

 

(3) 意匠に関する法律の概要  

メキシコの意匠は、以下に規定されている。 

・ 産業財産法 

・ 産業財産法規則 

新規で産業上の利用可能な工業デザイン（意匠）は、意匠登録を受けることができる（産業財産

法第 65 条）。意匠には以下のものがある（産業財産法第 66 条）。 

i) 意匠図面、すなわち、装飾を目的として工業製品や手工業製品に組み込まれ、独特の適

切な外観を与える図形、線、色の組み合わせ。 

ii) 意匠モデル、すなわち、工業製品または手工業製品の製造のための型またはパターンとし

て機能するあらゆる三次元形状で構成され、技術的効果を意味しない限り、特別な外観を

与えるもの。 

意匠の登録は、出願の提出日から 5 年間有効であり、対応する登録料の支払いを条件に、最大

25 年まで 5 年毎の連続した更新が可能である。 

また、メキシコは、ハーグ協定に加盟している。 

① 出願から登録までの手続 

意匠の出願手続きは、特許と同じ手続きとなる（産業財産法第 60 条、第 91 条から第 120 条

（第 98 条、第 107 条、第 109 条を除く））。 

i) 願書の提出 

ii) 方式審査 

  要件を満たしていない場合は、通知から 2 か月以内に応答する必要がある。 

iii) 出願公開 

  方式審査の承認が得られ次第、公開される。 

iv) 異議申立 

  利害関係者は当該出願に対する異議申立が可能である。異議申立がなされた場合、出

願人は、その通知から 2 か月以内に応答しなければならない。 

v) 実体審査 

  要件を満たしていない場合、通知から 2 か月以内に応答しなければならない。 
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vi) 支払予約  

手数料は毎年支払わなければならない。 

  初回の支払いには 2 か月かかる。 

vi) 官報への掲載  

② 拒絶査定への対応 

IMPI が出した決定は、行政手続法第 83 条から第 96 条に規定されている審査請求によって

不服を申し立てることができる。 

審査請求の期限は、拒絶査定の通知が効力を生じたであろう日の翌日から 15 日以内であり、

手続きは行政手続法第 85 条に従う。 

i) IMPI への申立書の提出 

行政高等裁判所知的財産専門法廷が審査することになる。 

原告は主張に沿った、証拠を提示する。 

ii) 事案の分析・検討 

iii) 審理 

不服申立の元となった出願に関する記録に記載されていない新たな事実または文書が考

慮される場合、5 日以上 10 日以下の期間内に利害関係者が主張を行い、適切と思われる

文書を提出する（行政手続法第 96 条)。 

iv) 決定 

取消および修正や追認がなされる。 

③ 意匠権侵害行為 

以下は行政処分の対象となる侵害行為である（産業財産法第 386 条）。 

・ 意匠登録の対象となる製品を、権利者の同意を得ずに、またはそれぞれのライセンスを

得ずに製造または制作すること（同条 V） 

・ 権利者の同意なしに、またはそれぞれのライセンスなしに、登録された意匠が組み込ま

れた製品を販売すること、流通させること、または使用すること（同条 X） 

・ 保護された意匠登録と重要な程度または特徴の組み合わせが異なる意匠を、その権利

者の同意を得ずに、またはそれぞれのライセンスを得ずに使用すること（同条 XI） 

このような行政的侵害行為の調査は、IMPI が職権あるいは利害関係者の要請を受けて行う

(産業財産法第 386 条 XXXIII)。 

④ 無効審判等 

意匠の無効、失効、取消、侵害の行政宣言の請求は、次の手続に従う(産業財産法第 328 条

から第 353 条)。 

i) 行政宣言の申立書の提出 

  行政宣言の申立においては、訴訟の根拠となる文書および証拠を原本または謄本で提

出しなければならない。 

  重要な証拠である場合を除き、事後に証拠を提出することは認められない。 
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ii) 行政宣言の申立が受理された場合、IMPI は、影響を受ける権利者または推定違反者に、

添付書類とともにその写しを送付する。 

iii) 相手方の応答 

  ii)の送付後、相手方は無効、失効または取消の行政宣言の要求である場合は 1か月、ま

たは査察を必要としない侵害の行政宣言の要求である場合は、10 営業日以内に応答し

なければならない。 

iv) 審理 

  10 日間を要する。 

v) 決定 

 

(4) 商標に関する法律の概要 

メキシコの商標は、以下に規定されている。 

・ 産業財産法 

・ 産業財産法規則 

商標とは、感覚的に知覚可能であり、かつ、保護の対象を明確かつ正確に決定することができる

方法で表現可能な標章であって、市場において商品または役務を同種または同類の他のものと区

別するものと理解される。 

以下の標章は、商標を構成する（産業財産法第 172 条）。 

i) 表記、文字、数字、形象要素、色の組み合わせ、ホログラム 

ii) 立体的な形状 

iii) 産業財産法第 173 条に定める登録できない商標に該当するものを除く、商号、名称、会社

名 

iv) 登録商標または公表された商号と混同されないことを条件として、自然人の固有名詞 

v) 音 

vi) 匂い 

vii) サイズ、デザイン、色、形状の配置、ラベル、パッケージ、装飾など、複数の操作またはイメ

ージ要素であって、それらが組み合わされたときに市場における製品または役務を区別で

きるもの 

viii) 本条 i)から vi)までに規定された標章の組み合わせ 

前述のとおり、色の組み合わせ、ホログラム、立体、音、匂いの商標などの非伝統的商標も保護

や権利行使の対象となる。 

なお、次に掲げるものは、商標として登録することができない（産業財産法第 173 条）。 

i) 商標の保護が求められる商品または役務の技術的もしくは普通に用いられる名称および日

常の用語や営業慣行により当該商品もしくは役務の普通名称または一般的呼称となってい

る言葉および識別性を欠くもの 

ii） 公知であるまたは一般公衆の利用することができるものとなっている、あるいは識別力を欠
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く立体の形状や意匠、商品の普通もしくは日常的な形状または 性質もしくは工業的機能に

よって定まる形状 

iii） 公知であるもしくは独自性に欠けるホログラム 

iv） 商品または役務の種類、品質、数量、成分もしくは内容、用途、価格、原産地名または生産

時期を特定する機能を果たす説明的もしくは指示的な用語を含め、商標保護を与えようと

している商品または役務を説明する全体のものと認められる標章 

v） 独立した文字や数字又その名前、および色 

（これらが特別な顕著性を持つ標章と組み合わせ、もしくは伴う場合は除く。） 

vi） 翻訳、音訳、綴りの並び替えや登録できない言葉の組み合わせ 

vii） 国家、州、地方自治体その他の行政主体の紋章、旗もしくは記章を無許諾で複製または模

倣したもの、および国際機関、政府機関もしくは NGO、その他公認された組織の名称、略

称、標章または紋章および公的に使用されている署名、並びにそれらに関する呼称 

viii） 所轄官庁の許可なくメキシコで採用する管理もしくは保証用の公的標章もしくは公印を複

製または模倣した標章、または硬貨、銀行券、記念硬貨その他メキシコもしくは外国の法貨

を複製もしくは模倣した標章 

ix） 公認の見本市、物産展、集会、文化行事またはスポーツ大会において授与される勲章、メ

ダルその他の賞の名称、標章または図式表示を複製または模倣するもの 

x) 「性別 género」「タイプ tipo」「方法 manera」「模倣 imitación」「～産 producido en」「～製造

con fabricación en」といった表現や、その表現を伴うもので消費者に誤解を生じさせるような、

あるいは不公正な競争を引き起こすような表現を含め、固有または普通の地理学上の名称

および地図、都市を示す名詞または形容詞で、商品または役務の出所を表示しそのような

出所に関する混同もしくは誤認を生じさせる可能性があるもの 

xi） 「性別 género」「タイプ tipo」「方法 manera」「模倣 imitación」「～産 producido en」「～製造

con fabricación en」といった表現や、その表現を伴うもので消費者に誤解を生じさせるような、

あるいは不公正な競争を引き起こすような表現を含め、特定の商品の製造もしくは特定の

役務の提供で知られている都市もしくは場所の名称で、それら商品を保護するためにつけ

られているもの 

xii） 特定の商品の製造や役務の提供で特徴付けられる著名な私有地の名称のうち、その所有

者の同意を得ていないもの 

xiii） 本人もしくはその権利を有する者による登録である場合を除き、使用することで、関連の恐

れが生じ、もしくは消費者の誤認、誤用、混乱につながる可能性がある著名な人物の名前、

姓、ニックネーム、または筆名 

また同様に、権利を有する者の明示の同意がなく、もしくはその者が死亡している場合の、

当該人物のイメージ画、識別しうる声、ポートレートや映像 

xiv） 作品の正当な権利者から明示の承諾を得ている場合を除き、文学作品や芸術作品の作品

名と混同するような名前や名称、またそのような作品名を模倣したものであって、広く一般に
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誤認を招き、当該作品と関連があるものと誤解しうるもの 

また同様に、その作者から明示の承認を得ずに、文学作品や芸術作品の全部または一部

の複製となる標章 

同じく、そのような作品に描かれる架空の人物や象徴的な人物、あるいはそれらと関連があ

ると誤解しうる特徴を持つ人物像 

（その作者自身もしくは、作者の同意を得た第三者による申請の場合は除く。） 

xv） 役務や商品を区別することにつながる企業名、特性、性質、構成要素に関する不適切な表

示といった、一般に誤認されもしくは誤解を招くような恐れのある標章 

xvi） 登録出願人が周知商標の所有者である場合は除き、商品もしくは役務に使用されるものと

してメキシコで周知であると IMPI が判断するまたは宣言する商標と同一もしくは類似した標

章であって、以下のような場合に該当するもの 

・ 周知商標の所有者との混同もしくは提携関係の誤認を生じさせる恐れがある場合 

・ 周知商標の所有者に無許諾の盗用である恐れがある場合 

・ 周知標章の信頼性を害する恐れがある場合 

・ 周知商標の顕著な特徴を希釈化する恐れがある場合 

xvii） 商品もしくは役務に使用されるものとして、第4章第2節（TÍTULO CUARTO De las Marcas, 

Avisos y Nombres Comerciales, Capítulo II De las Marcas Colectivas y de Certificación）の

各条項(第 179 条から第 189 条)にもとづき有名であると IMPI が判断または宣言する標章と

同一もしくは混同させる程に類似した標章 

（登録出願人が当該有名標章の所有者である場合は除く。） 

xviii）先に出願がなされ登録手続中または既に登録され現在も有効な別の商標と同一もしくは

混同させる程に類似しており、かつ同一もしくは類似する商品または役務に使用される標

章 

xix） 当該標章によって保護しようとする商品もしくは役務の製造もしくは販売または提供を主た

る業務とする会社または工業、商業もしくは役務の事業所によって使用される商号で、当該

標章の登録出願日または最初の使用の宣誓日よりも前に使用されているものと同一もしく

は混同させる程に類似しているもの 

（当該商号の所有者による商標登録出願であって、他の同一の商号が公示されていない

場合は除く。） 

xx） 同一もしくは類似の商品もしくは役務に使用される出願がなされ登録手続中の商標または

登録され現在も有効な商標または公表された商品名と同一または混同させる程に類似した

自然人の正式名称 

xxi） 保護されている動植物の品種を表す名称またはそれらの構成要素を再現または模倣する

標章であって、指定された商品または役務に関して消費者に誤解を招く恐れがあるもの 

xxii） 悪意で出願申請された標章 

（正当な権利者を害し不当に利益を得る意図が見られる場合は悪意とみなされる。） 
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なお、これらのうち、i）から vi）の条件は、市場での使用の結果生じた特徴を有する商品または役

務の商標が出願された場合は適用されない。 

また、立体であってその性質または機能性に固有の形態のみを保護するよう申請された場合は、

それが独自性を有するとはみなされない。 

さらに、xviii)から xx)の条件は、類似している標章に関し書面による明示的同意が示された場合

は適用されない。 

前述 xxii)のとおり、悪意で出願申請された標章は保護対象から除外されている。このほか、悪意

の商標への対処法としては、後述の無効の訴えを提起することなどが考えられる。 

商標登録は付与された日から 10 年間有効であり、10 年毎に、何度でも更新することができる（産

業財産法第 178 条）。 

メキシコはマドプロには 2013 年に加盟しており、マドプロ制度を利用できる。 

① 出願から登録までの手続 

出願から登録までの手続は以下のとおりであり、全体で約 3 か月から 6 か月かかる。 

i) 願書の提出 

ii) 出願公開 

  提出から 10 日。  

iii) 異議申立  

  公開から 1 か月。 

vi)  異議申立への対応 

  異議申立のへの応答は、商標登録の手続きと並行して行う。 

2 か月 

v) 証拠書類の公開および弁論 

  証拠開示から 5 日後。 

vi) 実体および方式審査（同時進行） 

  官報の発行後直ちに開始。 

  IMPI による補正指示や拒絶通知に応じるための期間として 2 か月間が与えられる。 

vii） 決定 

② 拒絶査定への対応 

IMPI が出した決定は、行政手続法第 83 条から第 96 条に規定されている審査請求によって

不服を申し立てることができる。 

審査請求の期限は、拒絶査定の通知が効力を生じたであろう日の翌日から 15 日以内であり、

手続きは行政手続第 85 条に従う。 

i) IMPI への申立書の提出 

行政高等裁判所知的財産専門法廷が審査することになる。 

原告は主張に沿った、証拠を提示する。 

ii) 事案の分析・検討 
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iii) 審理 

不服申立の元となった出願の記録に記載されていない新たな事実または文書が考慮され

る場合、5 日以上 10 日以下の期間内に利害関係者が主張を行い、適切と思われる文書を

提出する（行政手続法第 96 条)。 

Iv) 決定 

取消および修正や追認がなされる。 

③ 商標権侵害行為 

商標権侵害行為は、行政処分の対象となる侵害行為と刑罰の対象となる侵害行為に分けら

れる。 

次に掲げるものは行政処分の対象となる侵害行為である（産業財産法第 386 条）。 

・ 登録商標で保護されていないにもかかわらず、登録商標で保護されていると表示して、

商品を販売または流通させたり、役務を提供したりすること 

（商標登録が失効した場合、無効と宣言された場合、または取り消された場合、侵害は失

効した日から 1 年後または場合によっては対応する申告書の提出期限から 1 年後に発

生するものとする。） 

・ 他の登録商標と混同する程度に類似した商標を、登録商標で保護されている商品また

は役務と同一または類似の商品または役務を保護するために使用すること 

・ 登録商標またはこれと紛らわしい商標を、その権利者の同意を得ずに、商号、名称、会

社名、ドメイン名の要素として使用すること、またはその逆を行うこと 

（このような名称、名称、会社名は、商標で保護された商品または役務を提供している事

業所に関連するものに限る。） 

・ 産業財産法 173 条のＶＩＩ、ＶＩＩＩ、ＩＸ、ＸＩＩ、ＸＩＩＩ、ＸＩＶ、ＸＶ、ＸＶＩ、ＸＶＩＩ、ＸＸに言及され

ている名称、記号、シンボル、イニシャル、エンブレム、公序良俗に反するもの、または法

律の規定に反するものを商標として使用すること 

・ 登録商標が適用される商品または同等または類似の役務の生産、輸入、商業化を活動

とする自然人または法人の商号、名称、屋号、ドメイン名、またはこれらの一部として、以

前に登録された商標または混同の程度が似ている商標を、商標登録の権利者またはそ

れを行う権限を有する者の書面による同意なしに使用すること 

・ 登録商標の権利者の同意を得ずに、またはそれぞれのライセンスを得ずに、登録商標が

適用される商品または同等・類似の役務に登録商標を使用すること 

・ 登録商標が適用された製品を販売または流通させ、当該製品またはそのラベリングを変

更すること 

・ 登録商標が適用されている製品を、一部または全部を変更、置換、または削除した上で、

販売または流通に供すること 

・ 産業財産法で保護されている他者と混同する程度に同一または類似の商品または役務

を識別することができ、その使用によって権利を証明する者との存在しない関連性を大
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衆に信じさせたり、推測させたりする特徴的な標章、操作または画像要素の組み合わせ

を使用すること 

これらの侵害行為の調査は、IMPI が職権あるいは利害関係者の要請に応じて実施する。 

刑罰の対象となる侵害行為は次に掲げるとおりである（産業財産法第 402 条）。 

・ 商業的投機を目的として商標を偽造すること 

産業財産法の目的上、偽造とは、商品または役務をオリジナルまたは本物であると偽る

ために、既に登録されている商標または産業財産法で保護されている商標と同一または

本質的に区別できないような方法で、正当な権利者または被許諾者の許可なく使用する

ことと理解される。偽造を立証するためには、商標が同一の方法で使用されているか、ま

たは商標登録または場合によっては周知・著名商標の宣言において表現されている方

法と本質的に区別できないような方法で使用されていることで十分である。 

・ 偽造商標を付した物品の製造、保管、輸送、国内への導入、流通、投機目的での販売、

およびそのような偽造商標を付した物品の製造を目的とした原材料や投入物を何らかの

形で故意に提供または供給すること。 

この場合は、被害者の告訴によって起訴されるため、親告罪である。 

④ 無効審判等 

商標の無効、失効、取消、侵害の行政宣言の請求は、次の手続に従う(産業財産法第 328 条

から第 353 条)。 

i) 行政宣言の申立書の提出 

行政宣言の申立てにおいては、訴訟の根拠となる文書および証拠を原本または謄本で

提出しなければならない。 

重要な証拠である場合を除き、事後に証拠を提出することは認められない。 

ii)  行政宣言の申立てが受理された場合、IMPI は、影響を受ける権利者または推定違反者

に、添付書類とともにその写しを送付する。 

iii) 相手方の応答 

ii)の送付後の応答期限は、無効、失効または取消の行政宣言の要求である場合は 1 か

月、または査察を必要としない侵害の行政宣言の要求である場合は、10 営業日以内で

ある。 

iv) 審理 

  10 日間を要する。 

iv) 決定 

 

(5) 著作権に関する法律の概要 

著作権は、以下に規定される。 

・ 連邦著作権法（Ley Federal del Derecho de Autor、以下、メキシコ合衆国の章において「著

作権法」という。） 
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・ 連邦著作権法規則（Reglamento de la Ley Federal del Derecho de Autor） 

次に掲げるにものには著作権が認められる（著作権法第 13 条）。 

i) 文芸 

ii) 歌詞のあるなしにかかわらず楽曲 

iii) 演劇 

iv) ダンス 

v) 絵画または描画 

vi) 彫刻的および造形物、 

vii) カリカチュアおよび劇画 

viii) 建築 

ix) 映画や映像作品 

x) ラジオ・テレビ番組 

xi) コンピュータプログラム 

xii) 写真 

xiii) 応用芸術作品（グラフィックデザイン、テキスタイルデザインを含む） 

xiv) 編集作品、百科事典、アンソロジーなどの作品のコレクション、データベースなどの作品ま

たはその他の要素のコレクションからなるもので、これらのコレクションが、その選択または内

容や主題の配置によって、知的創造物を構成する場合 

著作権は、著作者人格権と財産権に分けることができる。著作者人格権は、著作者が、著作者

として認識される権利、公開の時期を決定する権利、自分の作品の歪曲や改ざんを避ける権利な

どから構成される。これは、不可侵で不滅の、放棄も押収もされない権利である（著作権法第 18 条

から第 23 条）。財産権は、著作者が自分の作品を自分で利用したり、著作権法で定められた範囲

内で第三者への利用を許可したり禁止したりすることができる権利である。この権利は書面で譲渡

可能である。財産権は、著作者の生存中はもちろん、その死後 100 年間有効である。著作物が複

数の共同著作者に属する場合は、最後の共同著作者の死から 100 年間有効となる（著作権法第

24 条から第 29 条）。 

① 著作権侵害 

著作権の侵害は以下のとおり（著作権法第 229 条）。 

i) 出版者、事業者、制作者、雇用者、放送機関、ライセンシーが、著作権法の規定に反し

て著作権の譲渡を目的とする契約を締結する場合 

ii) ライセンシーが、著作権法に従って宣言された強制実施権の条件を侵害した場合 

iii) 協会への適切な登録を受けずに、集団管理団体としての地位を表明すること 

iv) 正当な理由なく、集団管理団体の管理者として、著作権法に定める報告書および文書を

協会に提供しないこと 

v) 著作者の氏名や住所、公開年、著作権が保護されている旨を記す記号（“Derecho 

Reservado”、“D. R.”など）、を出版物に挿入しなかった場合 
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vi) 文学的著作物の編集や印刷において、出版社の情報や出版年等の情報を記載せず、

または偽って掲載すること 

vii) 印刷者が自身の氏名や住所、印刷日の印刷を省略、または偽って挿入すること 

viii) レコードに P マークや国際基準番号などの記載事項を挿入しないこと 

ix) 出版を許可された著作物を出版する際に、当該出版物に著作者、翻訳者、編曲者、翻

案者の名前を記載せずに出版すること 

x) 許可された著作物の公開において、その著作者または翻訳者、編集者、編曲者、翻案

者の評判を落とすこと 

xi) 公務で作成した作品を、連邦、州、市町村よりも先に、許可なく発表すること 

xii) 過去に出版された作品の題名と紛らわしい題名を不正に使用すること 

xiii) 著作権法のタイトル VII の第 III 章で保護されている大衆文化や伝統文化の文学的また

は芸術的作品を、その作品が生まれたコミュニティや民族、該当する場合はメキシコ共和

国の地域に言及することなく、定め、表現し、出版し、何らかの通信を行い、または何らか

の形で使用すること 

xiv) その他、著作権法およびその規則の解釈に起因するもの 

著作権の侵害は、連邦行政手続法の規定に基づき、ＩNＤＡＵＴＯＲが過料をもって制裁する

とするのみ規定され（著作権法第 230 条）、告訴を要求しない。 

② 著作権登録制度  

メキシコには、著作権登録制度があり、著作者は著作者人格権および財産権の権利者として

の法的安全性を確保するために、INDAUTOR において文学的または芸術的作品を登録するこ

とができる。財産権を譲渡する場合、これを登録しなければ、第三者に対抗することができない

（著作権法第 32 条）。 

登録手続きにあたっては、次の書類が必要となる。 

・ 著作物登録申請書「RPDA-01」（レコードや書籍版を登録する場合は、関連権利登録申

請書「RPDA-02」） 

・ 複数の著作者、権利者、編集者、製作者がいる場合は、著作物登録申請書「RPDA-01-

A1」 

・ 複数の原作品から派生した作品を登録する場合は、著作物登録申請書「RPDA-01-A2

（別紙ワークシート）」 

・ 楽曲を登録する場合は、映像ソフト、レコード、書籍版の特定要求書「RPDA-02-A1」 

・ 定款（法人の存在を証明する書類） 

・ 法定代理人の人格を証明する書類 

・ 本人、代理人、証人の公的な身分証明書（委任状が提示されている場合のみ） 

・ 手数料の支払いを証明する書類 

・ 添付書類がスペイン語で記されていない場合は、それらのスペイン語翻訳 

・ 著作者の名前と作品名が明記された著作物のコピー2 部 
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・ 著作物に対する経済的権利を有することを証明する書類 

・ 著作者の識別情報が記載された封書（ペンネームで創作された作品の場合） 

 

(6) その他の模倣品対策を規定する法律 

前述の法律以外に、模倣品対策を規定するその他の法律はない。 

 

3．知的財産権侵害に対する措置の概要 

(1) 行政措置 

行政措置は、INDAUTOR が著作権について、IMPI がその他の産業財産について管轄する。 

産業財産法第 386 条に規定する行政上の侵害には、次の処罰が科される（産業財産法第 388

条）。 

・ 侵害行為が行われた時点で有効な UMA74日額の 250,000 倍（約 1,092,393.95 米ドル75）を

上限とした過料（発生した行為ごとに科される） 

・ 侵害行為が 1 日続くごとに、UMA の 1,000 倍（約 4,368.36 米ドル76）を上限とする追加の過

料 

・ 最大 90 日間の一時営業停止 

・ 恒久的な営業停止 

制裁を課すために、行政当局は事前に手続きの開始を違反者に通知し、違反者がその後の 15

日以内に自分が適切と考えるものを提示し、該当する場合には証拠を提出できるようにしなければ

ならない（行政手続法第 72 条）。 

また、行政当局は、以下の点を考慮して、その決定の根拠と理由を示さなければならない（行政

手続法第 73 条）。 

i) 発生した、または発生する可能性のある損害 

ii) 侵害を構成する行為または不作為の意図的または非意図的な性質 

iii) 侵害の重大性 

iv) 加害者の再犯性 

行政措置の終結まで約 1 か月かかる。 

また、再犯者に対する厳罰規定も存在する。商標権、特許権、実用新案権、意匠権侵害の再犯

の場合は、以前に課された過料が 2 倍となるが、その額は産業財産法第 388 条に定められた上限

の 3 倍を超えない（産業財産法第 390 条）。また、著作権侵害行為を継続する者に対しては、UMA

日額の 700 倍（約 3,057.85 米ドル77）を上限とする追加の過料が適用される（著作権法第 230 条）。 

                                                        
74 Unidad de Medida y Actualización の略。メキシコ国立統計地理情報院（INEGI）が全国消費者物価

指数の結果をもとに、毎年発表する経済的基準単位。2021 年度の日額は 89.62 メキシコペソ。 
75 2021 年度は 2,240,500.00 メキシコペソ。20.5157 メキシコペソ/米ドルにて計算。 
76 2021 年度は 89,620.00 メキシコペソ。20.5157 メキシコペソ/米ドルにて計算。 
77 2021 年度は 62,734.00 メキシコペソ。20.5157 メキシコペソ/米ドルにて計算。 
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行政処分の対象となった模倣品の処分については、IMPI が担う。紛争事案に関する最終決定

で行政違反があったと宣言された場合、IMPI は、当事者が模倣品の処分について合意を表明す

るために、当事者に審理を開いた日から 15 日間の期間を与え、提案がない場合には以下の命令

をすることができる（産業財産法第 366 条）。 

i) 公共の利益に影響を与えない場合の、連邦行政機関、連邦団体、自治体、公共、慈善、社会

保障機関の機関および団体への資産の寄贈 

ii) 一切の補償を伴わない破壊 

前述は、手続きの処理中に当該模倣品の処分について当事者が合意することを妨げるもので

はない。 

① 行政措置の運用 

メキシコでは行政措置は実際に使われている。IMPI が公表する資料より、一例として、2019 年

から 2021 年第 3 四半期の行政宣言手続の件数を挙げると、以下のとおりである78。 

年 合計（件） 

2019 3,290 

2020 1,487 

2021 年第 1 四半期 402 

2021 年第 2 四半期 497 

2021 年第 3 四半期 494 

行政措置のメリットは、全ての知的財産を権利者が保護できる点にあり、デメリットは、法律で

定められている罰則が科されるのみである。 

 

(2) 刑事措置 

刑事措置を管轄する機関は、刑事裁判所である。 

知的財産権侵害に関する刑事措置の統計情報はないものの、メキシコでは刑事措置は実際に

使われている。刑事措置のメリットは、侵害した側を罰することができる点にあり、デメリットは、訴え

るまでに時間を要する点にある。 

① 処罰対象 

次に掲げる者は、懲役 6 か月以上 6 年以下、罰金 UMA 日額の 300 倍以上 3,000 倍以下（約

1,310.50 から 13,105.09 米ドル79）となる（刑法（Código Penal Federal、以下メキシコ合衆国の章

において「刑法」）第 424 条）。 

i) 教育省（Secretaría de Educación Pública）が配布している無料の教科書を使って、何らか

の投機をする者 

ii) 著作権法により保護されている著作物の複製物を、権利者が許可したものよりも故意に

多く作成した出版者、製作者、彫版者 

                                                        

78 「IMPI en cifras」内 「Actividades de protección de la PI」より https://www.gob.mx/impi/documentos/instituto-

mexicano-de-la-propiedad-industrial-en-cifras-impi-en-cifras (2022 年 2 月 28 日) 
79 2021 年度は 26,886.00 から 268,860.00 メキシコペソ。20.5157 メキシコペソ/米ドルにて計算。 

https://www.gob.mx/impi/documentos/instituto-mexicano-de-la-propiedad-industrial-en-cifras-impi-en-cifras　(2022
https://www.gob.mx/impi/documentos/instituto-mexicano-de-la-propiedad-industrial-en-cifras-impi-en-cifras　(2022
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iii) 著作権法で保護されている作品を、営利目的で、対応する許可を得ずに、不正な方法

で使用した者 

次に掲げる者は、3 年以上 10 年以下の懲役および UMA 日額の 2,000 倍以上 20,000 倍以

下（約 8,736.72 から 87,367.24 米ドル80）の罰金となる（刑法第 424 条の 2）。 

i) 著作権法で保護されている作品、レコード、映像ソフトまたは書籍の複製物を、不正な方

法で、商業的投機を目的として、前述の法律の条件に基づき著作権または関連する権

利の権利者から付与されなければならない許可を得ずに、制作、複製、国内への導入、

保管、輸送、配布、販売または貸与する者、および、これらの著作物、レコード、映像ソフ

トまたは書籍の制作または複製のために意図された原材料または投入物を、何らかの方

法で故意に提供または供給した者 

ii) 著作権法により保護されている著作物の複製物を、権利者が許可したものよりも故意に

多く作成した出版者、製作者、彫版者 

iii) 著作権法で保護されている作品を、営利目的で、対応する許可を得ずに、不正な方法

で使用した者 

前 i)に規定する著作物、音声、映像ソフトまたは書籍の複製物を、営利目的で公道または公

共の場所で最終消費者に不正に販売した者には、6 か月以上 6 年以下の懲役および UMA 日

額の 5,000 倍以上 30,000 倍以下（21,841.81 から 131,050.00 米ドル81）の罰金が科される。（刑

法第 424 条の 3） 

販売が商業施設で行われる場合、または組織的または恒常的に行われる場合には、刑法第

424 条の２の規定が適用される。 

また、故意にかつ無権利で公演を利用して利益を得た者には、6 か月以上 2 年以下の懲役ま

たは UMA 日額の 300 倍以上 3,000 倍以下（約 1,310.50 から 13,105.09 米ドル82）の罰金が科さ

れる（刑法第 425 条）。 

次に該当する者には、6 か月以上 4 年以下の懲役および UMA 日額の 300 倍以上 3,000 倍

以下（約 1,310.50 から 13,105.09 米ドル83）の罰金が科される（刑法第 426 条）。 

i) 番組を伝送する暗号化された衛星信号を解読する装置またはシステムを、当該信号の

正当な配信者の許可なく、製造、改造、輸入、配布、販売またはリースした者 

ii) 番組が伝送されている暗号化された衛星信号を解読することを目的とした行為を、その

信号の正当な配信者の許可を得ずに営利目的で行った者 

iii) 暗号化された番組を伝送するケーブル信号の受信を目的とした機器を、その信号の正

当な配信者の許可を得ずに製造または配布した者 

                                                        
80 2021 年度は 179,240.00 から 1,792,400.00 メキシコペソ。20.5157 メキシコペソ/米ドルにて計算。 
81 2021 年度は 448,100.00 から 2,688,600.00 メキシコペソ。20.5157 メキシコペソ/米ドルにて計算。 
82 2021 年度は 26,886.00 から 268,860.00 メキシコペソ。20.5157 メキシコペソ/米ドルにて計算。 
83 2021 年度は 26,886.00 から 268,860.00 メキシコペソ。20.5157 メキシコペソ/米ドルにて計算。 
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iv) 暗号化された番組を伝送するケーブル信号を、その信号の正当な配信者の許可なく受

信したり、他者が受信したりすることを支援した者 

また、故意に著作者の氏名を他の氏名に置き換えて著作物を出版した者には、6 か月以上 6

年以下の懲役および UMA 日額の 300 倍以上 3,000 倍以下（約 1,310.50 から 13,105.09 米ドル

84）の罰金が科される（刑法第 427 条）。 

さらに、以下に該当する者は、6 か月から 6 年の懲役刑および UMA 日額の 500 倍から 1,000

倍（約 2,184.18 から 4,368.36 米ドル85）の罰金が科される。 

i) 故意かつ営利目的で、レコードの製作者、芸術家、実演家、および著作権や関連する権

利で保護されているあらゆる作品の著作者が使用している効果的な技術的保護手段を

許可なく回避した者（刑法第 427 条の 2） 

ii) 営利目的で、著作権またはそれに関連する権利で保護されている著作物のレコードの

製作者、芸術家、実演家または著作者が使用している効果的な技術的保護手段を回避

することを目的とした装置、製品またはコンポーネントを製造、輸入、配布、レンタルまた

は何らかの方法で販売した者（刑法第 427 条の 3） 

iii) 営利を目的として、主として、レコードの製作者、芸術家、実演家、および著作権または

関連する権利で保護されているあらゆる作品の著作者が使用している効果的な技術的

保護手段を回避することを目的としたサービスを公衆に提供または提供した者（刑法第

427 条の 4） 

iv) 営利を目的として、故意に、許可を得ずに、自らまたは他の者を介して、権利管理情報を

抑制または変更した者(刑法第 427 条の 5) 

v) 次に掲げる場合に、営利を目的とした者にも同様の罰則が科せられる(同条)。 

・ 権利管理情報が許可なく削除または変更されていることを知りながら、権利管理情

報を配布または配布のために輸入すること 

・ 権利管理情報が無許可で削除または変更されていることを知りながら、著作物、演

奏またはレコードのコピーを配布、配布のための輸入、送信、通信または公衆に利

用可能にすること 

その他、第 26 章著作権違反（De los Delitos en Materia de Derechos de Autor）に規定される

著作権侵害に対する罰金の適用は、当該著作権侵害を構成する製品または役務の提供の価

格の 40%を下回らない額の損害賠償請求を妨げない（刑法 428 条）。 

また、第 26 章著作権違反で規定されている犯罪は、第 424 条 II、第 424 条の 2 III および第

427 条の場合を除き、職権で起訴される（刑法 429 条）。 

② 手続きの流れ 

刑事手続の流れは、以下のとおりであり、終結までの期間は約 1 年程度である。 

第 1 段階 犯罪の捜査 

                                                        
84 2021 年度は 26,886.00 から 268,860.00 メキシコペソ。20.5157 メキシコペソ/米ドルにて計算。 
85 2021 年度は 44,810.00 から 89,620.00 メキシコペソ。20.5157 メキシコペソ/米ドルにて計算。 
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検察により、犯罪の捜査が行われる。 

ただし、この段階で被疑者は、犯罪を認めるか、現行犯の場合は直ちに後述第 2

段階の代替的紛争解決メカニズムに移行する。それ以外の場合は 72 時間から

144 時間の制限時間内で捜査が行われる。 

第 2 段階 代替紛争解決メカニズム 

手続審査裁判官（Juez de Control）が、被疑者に犯罪捜査対象となっている理由

を告知する機会を与えることを決定すると、犯罪の種類、深刻度、調停の形態、

行為の違法性または罪の性質を記載した文書が作成される。 

被疑者が犯罪捜査対象となっている理由の告知を受ける機会の決定に先立ち、

検察官は、当事者が刑事調停員（Facilitador Criminal）を介した示談によって紛

争を解決できるよう促す。 

示談の成立を目指す調停は、告訴によって起訴される犯罪、加害者の要求、また

は被害者や加害者の許しを認める犯罪について行われる。また、産業財産権侵

害の示談においては、検察官によって承認される即時対応のための示談を行うこ

とも可能である。なお、示談で合意された支払い条件を延期する場合は、手続審

査裁判官に相談しなければならない。 

示談が成立すると起訴はされない。 

第 3 段階 訴訟の条件付き停止 

検察官は、審理手続に進むために事件を手続審査裁判官へ持ち込む。 

手続審査裁判官は、対象となっている事件の刑罰が懲役 5 年を超えず、被害者

からの根拠のある反論がなく、損害を賠償する案がある場合、弁護人または検察

官の要請により、裁判官が設定する条件が付されるものの、手続を停止すること

ができる。 

示談金の支払条件が延期される場合であっても、手続審査裁判官は当事者が締

結した合意を承認することができる。 

第 4 段階 略式手続 

略式手続は、口頭審理の開始前までに、検察官の要請があり、被害者の反対が

なく、被告人が口頭審理を放棄して、責任を認め、検察官が求める刑罰を受け入

れる場合に行うことができる。略式手続は、手続審査裁判官により行われる。 

第 5 段階 口頭審理 

以下の場合に検察が刑事訴訟を起こすためには、IMPI は技術意見書を発行す

る必要がある（産業財産法 405 条）。 

・ 商業投機目的の商標の偽造（産業財産法 402 条 I） 

・ 偽造商標を付した物品の製造、保管、輸送、国内への導入、流通、投機目

的での販売、およびそのような偽造商標を付した物品の製造を目的とした原

材料や投入物を何らかの形で故意に提供または供給すること（産業財産法
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402 条 II）。 

検察官は起訴状を作成し、手続審査裁判官は、起訴を受理する。この起訴は文

書形式で提示され、その後、読み上げられ、受理された証拠方法と拒否された証

拠方法が議論される。 

裁判官は口頭審理に入ることを指示する。 

口頭審理では、法廷裁判官が弁論の公開および証拠に基づいて議論を行う。 

証拠には、証言、専門家の証言、被告人の宣言、文書資料、尋問や交差尋問が

含まれる。 

その後、弁論の終結に至り、裁判官は判決を言い渡す。 

第 6 段階 判決 

③ 再犯者に対する厳罰化の規定 

再犯は、法律で定められた例外を除き、メキシコまたは外国の裁判所が下した強制力のある

判決によって有罪判決を受けた者が、刑の執行からまたは刑の恩赦から時効に相当する期間が

経過しない限り、新たな罪を犯すたびに発生する(刑法第 20 条)。 

また、法律で重大と分類されたまたは未決拘禁を必要とする故意の犯罪の被告人が、そのよ

うな性質の犯罪の再犯者である場合には、新たに犯した犯罪に適用される刑罰は、規定された

最高刑の 3 分の 2 から 60 年を超えない範囲で法定刑の上限を超えることができる（刑法第 65

条）。産業財産権侵害についても、この刑法第 65 条が適用される。 

④ 処分した模倣品の処分方法に関する規定 

紛争の本案に関する決定で行政法上の違反があったと宣言された場合、IMPI は、当事者が

担保財産の行き先について合意を表明するために、当事者に審理を開いた日から 15 日間の期

間を与え、提案がない場合には次の命令することができる(産業財産法第 366 条)。 

i) 公共の利益に影響を与えない場合の、連邦行政機関、連邦団体、自治体、公共、慈善、

社会保障機関の機関および団体への資産の寄贈 

ii) 一切の補償を伴わない破壊 

前述は、手続きの処理中に対象となる模倣品の処分について当事者が合意することを妨げる

ものではない。 

 

(3) 民事措置 

民事措置を管轄する機関は、いずれの知的財産についても民事裁判所となる。知的財産に限

定した民事事件の統計情報はないものの、メキシコでは民事措置は実際に使われている。なお、

民事措置においては、再犯者へ適用される厳罰化規定や模倣品の処分方法に関する規定はない。 

① 知的財産権侵害の民事措置手続 

民事手続法（Código Federal de Procedimientos Civiles 、以下、「民事手続法」という。）の第

322 条から第 357 条に手続きが定められており、終結まで 6 か月から 1 年程度かかる。 

i) IMPI における当事者間訴訟を行う 
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ii) 原告が訴えを提起する 

iii) 裁判所は被告に通知を行う 

iv) 原告の主張への答弁 

  民事手続法第 327 条に基づき、訴えが認められた場合、被告は、訴状写しが送達され、

9 日ないし距離に応じた日数以内に回答するよう求められる。 

v) 証拠の提出 

  民事手続法 337 条は、訴えまたは反訴に答えるための期間が経過すると、裁判所は証

拠のための審理を開き、当事者は 30 日以内に証拠を提出しなければならない。 

vi) 審理 

  v)の 30 日間が経過すると、弁論が行われる。 

vii) 決定 

 

(4) 水際措置 

水際措置の管轄機関は、IMPI と大蔵公債省が挙げられる。IMPI は、知的財産権の侵害が推定

される場合、影響を受ける産業財産権者が要求する保全処分として、物品を差押さえる権限を有し

ている(著作権法第 235 条および産業財産法第 344 条 VI)。この場合、大蔵公債省は、その物品を

保持することを認められ、この権限を行使する際に、大蔵公債省内の一機関である税関は、協力

協定やその他の適用される法律規定に定められた条件で、IMPI の補助者として行動することにな

る (関税法（Ley Aduanera、以下「関税法」）第 14４条 XXXVII)。なお、メキシコでは、個人輸入の場

合を法律で区別していないため、知的財産権侵害品を個人輸入した場合も水際措置を適用可能

である。また、メキシコには並行輸入の規制はなく、並行輸入が認められている。 

① 知的財産権侵害の水際措置の手続 

水際措置の対象はすべての知的財産であり、水際措置に限って罰金は設定されていない。

水際措置は輸出入とトランジットの両方が対象となっており、差止のために IMPI への申立は不

要である。外国原産の物品について、IMPI から差止られた場合、税関はそれらの物品を課税区

域内に留める手続きを行い、指定された倉庫で保管する。水際措置の手続き終了までに要する

日数については定めがなく、担保金の納付は必要ない。倉庫保管費用や廃棄費用の負担者に

ついては、模倣品の所有者が負担する必要はない。手続きの流れに関しては、産業財産法第

336 条から第 385 条および関税法に規定があり、以下のとおりである。 

i） IMPI の指示に基づく税関による検査 

侵害の可能性が見つかった場合は、税関は IMPI に通知する。 

ii） 利害関係者による侵害の行政宣言の要求の提出 

この手続における IMPI からの通知は、行政宣言の申立人が指定した住所で行われる。 

iii) 行政宣言の請求に対する IMPI からの回答 

  査察を要しない侵害の行政宣言の請求の場合、産業財産法第 360 条第 IX 項の規定に

従って、10 営業日以内に回答を行う。 
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  召喚条の送達が申立人の指定した住所で実施することができなかった場合は、産業財

産法第 369 条の規定（公示送達）により実施され、利害関係者が協議を行うために適切

な期間が示される。 

  影響を受けた権利者または申し立てられた違反者が、海外で発見されたために付与され

た期間内に証拠の全部または一部を提示できない場合で、書面で申し出た場合、それ

を提出するためにさらに 15 日間の期間が付与される場合がある。 

iv) 弁論 

  産業財産法第 341 条は、IMPI は、決定を下す前に、当事者が 10 日以内に弁論を行うこ

とができるように、訴訟記録における訴訟手続の一部を処分に置かなければならず、弁

論がなされた場合、発行された決定において考慮される。 

v) 決定 

  産業財産法に反する物品の輸入、輸出、トランジットについて、差止が命じられる。 

vi) 税関による、IMPI が指定する倉庫への当該物品の保管（関税法第 148 条） 

   IMPI による差止の対象である物品が外国原産の場合。 

  保管の際、税関は記録を作成しなければならない。 

  産業財産法第 348 条は、産業財産法第 344 条で言及された流通の禁止などの措置が

命じられた者は、10 日以内に、当該措置に関して意見を IMPI に提出することができると

する。 

  IMPI は、提出された意見を考慮して、倉庫への物品の保管の条件を修正することができ

る。 

vii) 最終決定 

物品の破壊や公共機関等への寄贈 

② 水際措置の運用 

税関と権利者、税関と警察の連携などは、場合によるが機能している。警察は、事件の問題

が生じた際に IMPI や税関から連絡を受け、対象者の身柄拘束、物品の押収などを行う。税関

は、具体的な船荷情報の提供がなくとも、その侵害を推定できる場合には外国貿易物品を留置

することができるとし（税関法第 144 条 XXXVII）、自主的に侵害品を検査できる。 

水際措置のメリットは、知的財産権を侵害していないかどうかをチェックするために、製品を検

査する点にある。デメリットは、税関では、IMPI に接続されたシステムを持っていないため、検査

の際に知的財産権の侵害を疑うことができるだけで、侵害かどうかを IMPI に尋ねなければなら

ない点にある。 

2019 年から 2021 年第 3 四半期にとられた水際措置の実績は以下のとおりである86。 

                                                        

86  「 IMPI en cifras 」 内  「 Actividades de protección de la PI 」 よ り

https://www.gob.mx/impi/documentos/instituto-mexicano-de-la-propiedad-industrial-en-cifras-impi-en-

https://www.gob.mx/impi/documentos/instituto-mexicano-de-la-propiedad-industrial-en-cifras-impi-en-cifras　(2022
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年 水際措置押収品数 

2019 2,240,650 

2020 558,644 

2021 年第 1 四半期 980,584 

2021 年第 2 四半期 1,642,813 

2021 年第 3 四半期 331,623 

③ 税関で差し止めた物品の廃棄手段についての規定 

申立人の主張の当否に関する決定で産業財産権侵害があったと宣言された場合、IMPI は、

産業財産権者および権利を侵害する者が差し止められた財産の処分について合意を表明する

ために、弁論を行った日から 15 日間の期間を与え、提案がない場合には次の命令をすることが

できる（産業財産法第 366 条）。 

i) 公共の利益に影響を与えない場合の、連邦行政機関、連邦団体、自治体、公共、慈善、

社会保障機関等の機関および団体への資産の寄贈 

ii) 一切の補償を伴わない破壊 

前述は、手続きの処理中に被担保資産の行き先について当事者が合意することを妨げるもの

ではない。 

④ 税関登録制度 

メキシコに税関登録制度は存在する。 

商標権者は、登録商標税関監視リストに申請を行う。この申請には、登録商標の証明書の写

し、輸入者、渡航港、通関業者に関する情報を提出する。製造業者、原産国、輸入方法などの

具体的情報を提供することができれば、さらに有用となる。 

商標権者には、登録商標を識別するための固有の ID が付与される。付与された ID が輸入者

や与えられた情報と一致すれば、当該物品は、模倣品ではないことが確認される。一致しない

場合は、当該物品は輸入手続きが停止され、商標権者に報告がなされ、その真偽が確認される

ことになる。 

  

(5) 鑑定制度 

メキシコには知的財産権侵害の鑑定制度はない。 

  

                                                        

cifras (2022 年 2 月 28 日) 

 

https://www.gob.mx/impi/documentos/instituto-mexicano-de-la-propiedad-industrial-en-cifras-impi-en-cifras　(2022
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4．インターネット上の模倣品 

メキシコには、インターネット上の模倣品に関連する法令やインターネットサービスプロバイダー

の責任を規定した法律は存在しない。また、インターネット上の模倣品を専門に取り締まる機関は

存在しない。 

メキシコ国内でシェアの大きい電子商取引ウェブサイト(2021 年 9 月 30 日時点87)、およびその知

的財産権ポリシー等は以下のとおりである。 

i) メルカドリブレ（Mercado Libre） 

知財ポリシー: 真正性に関する責任の放棄についての方針88 

出品者は、出品した商品の合法性・正当性を確認し、現行法に違反してい

ないことを確認する責任がある。従って、販売者は、自らの出版物で提供す

る商品の真正性または合法性について知る責任を否定することはできない。 

削除申請のポリシー89: メルカドリブレは、ブランド保護プログラム（Brand Protection Program

以下、「BPP」）を策定しており、メルカドリブレを通じて、ブランドなど

の意匠、著作権、特許、著作権などの知的財産権、または第三者の

その他の権利を侵害するアイテムが出品されたり、提供されたりする

のを防ぐことを目的としている。本プログラムに賛同する者、権利者

または利用者は、本約款の規定を侵害していると考えられる商品を

特定し、その削除を要請することができる。 

その手続は、α)BPP への登録、β)商品がサイトのポリシーに反して

いると思われる場合、または利用者がメルカドリブレのポリシーに違

反していると思われる場合は、カスタマーサービスに連絡して報告

する。報告の可能性は、会員が有効で現在の所有権の存在を証明

している国でのみ有効であり、その場合、会員はサイト上の掲載物

を報告することができり。ウェブ www.mercadolibre.com.ar だけでな

く、対応する国のメルカドリブレのサイトでも報告することができる。

γ)申告があった時点で、出品は一時停止され、出品者に通知され

る。出品者は、一定期間内に、プログラムを通じて会員に連絡し、自

分の出版物が権利を侵害していないことを証明することができる。通

報された販売者が定められた期間内に会員に返答しない場合、そ

の出品はサイトから永久に削除される。δ)通報された販売者が苦情

に回答した場合、会員は指定された期間内にその回答を確認し、

                                                        
87 連法消費者保護局（Procuraduría Federal del Consumidor、PROFECO ホームページ内、「Monitoreo 

de Tiendas Virtuales（オンラインショップのモニタリング）」より 

https://www.profeco.gob.mx/tiendasvirtuales/index.html (2022 年 2 月 28 日) 
88 https://www.mercadolibre.com.mx/seguro_violppi.html (2022 年 1 月 16 日) 
89 https://www.mercadolibre.com.ar/ayuda/Programa-de-Proteccion-de-Prop_994 (2022 年 2 月 28

日) 

https://www.profeco.gob.mx/tiendasvirtuales/index.html　(2022
https://www.mercadolibre.com.mx/seguro_violppi.html%20(2022
https://www.mercadolibre.com.ar/ayuda/Programa-de-Proteccion-de-Prop_994%20(2022


 
メキシコ合衆国 

266 

 

満足できるものであれば、出品の再有効化を要求しなければならな

い。回答が正当な理由で満足のいくものでない場合、会員は自分

の苦情を承認することができ、出品は本サイトから永久に削除される。

会員が定められた期間内に通報された販売者の回答に返答しない

場合、その出品は再有効化される。 

ii) アマゾン（Amazon） 

知財ポリシー90：正規品のみを購入、販売、管理することは、各ベンダー、サプライヤーの責

任である。禁止されている商品には、商品やコンテンツの模倣品、偽造品、

海賊版、違法に複製、再生、製造された商品、第三者の知的財産権を侵

害している商品などがある。正規品でない商品を販売または提供した場合、

アマゾンはアマゾン出品者アカウント（およびその他の関連アカウント）を直

ちに停止または閉鎖し、配送センターで発見された偽造品を破棄する権利

を有するが、その費用は出品者が負担することになる。  

削除申請ポリシー91：著作権侵害を報告するには、アマゾンの著作権エージェントに次の情

報を送信する。 

・ 知的財産権者に代わって行動する権限を与えられた人の手書き

の署名 

・ 侵害を主張している著作物の説明 

・ 侵害を主張している資料がサイトのどこにあるかの説明 

・ 住所、電話番号、および電子メールアドレス 

・ 問題となっている使用が、権利者、その代理人、または適用され

る法律によって認められていないことを誠実に信じるお客様によ

る声明 

・ 通知に記載された前述の情報が正しく、報告者が著作権者であ

ること、または著作権者を代理して行動する権限があることを宣誓

した、報告者自身のための宣言書 

iii) ウォルマート（Walmart）  

知財ポリシー92：ウォルマートメキシコでは、デジタルプラットフォームの運営に適用される産

業財産権および知的財産権に関する法律および規制の遵守に努めるとす

る。同様に、販売者、ユーザー、ブランドや知的財産権者の権利を尊重す

ることを約束しており、それらを少しでも侵害している商品の公開や販売は

                                                        
90 https://sellercentral.amazon.com.mx/gp/help/external/G201165970?language=es_MX  (2022 年 2

月 28 日) 
91 https://www.amazon.com.mx/gp/help/customer/display.html?nodeId=GLSBYFE9MGKKQXXM 

(2022 年 2 月 28 日) 
92 https://www.walmartmexico.com/propiedad-intelectual (2022 年 2 月 28 日) 

https://sellercentral.amazon.com.mx/gp/help/external/G201165970?language=es_MX
https://www.amazon.com.mx/gp/help/customer/display.html?nodeId=GLSBYFE9MGKKQXXM
https://www.walmartmexico.com/propiedad-intelectual%20(2022


 
メキシコ合衆国 

267 

 

禁止する。ウォルマートメキシコは、この販売形態で提供される商品につい

て、マーケットプレイスにおける商業的な仲介者としてのみ運営されており、

商品の販売については販売者が直接責任を負うことを、すべてのユーザー

に周知している。 ウォルマートは、盗品や偽造品を販売した出品者や販売

者に対して、ゼロ・トレランス・ポリシーを設けている。調査の結果、プラットフ

ォームの利用規約に違反した証拠があると判断された場合、販売者はブロ

ックされ、ウォルマートメキシコが一切の責任を負うことなく、プラットフォーム

から削除される。  

 削除申請ポリシー93:商品の知的財産権および産業財産権者、ライセンシーまたは正規ユ

ーザーとして、当該権利が侵害されていると考える場合には、フォー

ムに記入する。ウォルマートは、規約に定められた要件に従って申立

てを受理した後、情報を確認し、対応する調査を行う。ウォルマートは、

自らの調査結果および当該問題に適用される法的規定に従って、知

的財産権を侵害していると主張する製品を無効にするか、または必

要に応じて販売を継続する権利を留保する。 

 

5．その他 

近年の知的財産権侵害対策に関する政策や法改正で特筆すべきものとして、2020 年 7 月 1 日

に発効した米国、メキシコ、カナダの貿易合意（T-MEC:Tratado entre México, Estados Unidos y 

Canadá）に関連して、産業財産法が新法として制定され、著作権法も改正された点を挙げることが

できる。 

 

6．模倣品の実態および流通ルート 

(1) 模倣品の実態 

市場に最もよく見られる模倣品として、フィルム/映画、履物、音楽、携帯電話、衣類、アクセサリ

ー（バッグ、帽子、ジュエリー）、香水・化粧品、おもちゃ、テレビシリーズや番組、ビデオゲーム、ソ

フトウェア、電池・アクセサリー、電子機器、書籍、たばこ、クリーニング製品、パーソナルケア製品、

スペアパーツ、車 工具、薬、アルコール飲料がある。 

メキシコ国内では、移動式の市場やティアンギィス（Tianguis）と呼ばれる青空市場、露店、地下

鉄など公共交通機関、オンライン、友人・知人経由、デパートやコンビニエンスストアなどあらゆる場

所で前述の模倣品がみられる。 

これら模倣品の製造場所は、香港、中国、ベトナム、インドであるとされる。  

メキシコ国内では集中的に模倣品が製造されている場所はない。 

 

                                                        
93  https://www.walmartmexico.com/propiedad-intelectual%20 （2022 年 2 月 28 日) 

https://www.walmartmexico.com/propiedad-intelectual
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(2) 模倣品の流通ルート 

主な模倣品流通ルートや流通規模については、不明である。 
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